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1. 募集目的  

１９３３年（昭和８年）開館の京都市美術館は、歴史的な建物や文化的価値を継承し

ながら、現代アートを中心に多様な展覧会を開催する新館「東山キューブ」、アメニティ

施設等の整備を行い、２０２０年（令和２年）、京都市京セラ美術館（以下、「美術館」

という。）としてリニューアルオープンしました。  

京都画壇をはじめとする京都の美術や最先端の現代アートなど、多様なジャンルのア

ートを発信するとともに、来館者の方々に様々な体験を提供することで、「多くの人びと

が、つどい、つながり、交わりあう場」を美術館が担うことを目指しています。  

本件は、同じく昭和８年開設の美術館旧事務所棟「桜水館」について、外観及び文化

的価値を継承しながら、美術館・岡崎地域の来訪者がくつろげ、交流でき、美術館東側

の新しいにぎわいの場となることを目指し、建物内で飲食を提供する事業者を募集する

ものです。 

運営事業者（以下、「事業者」という。）の選定に当たっては、提案使用料の価格のみ

ではなく、美術館に相応しい品格を備えた、魅力的かつ柔軟な企画運営の提案を求める

ため、公募型プロポーザルにより総合的に評価します。  

                       

 

 

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 施設概要｜桜水館について 

2.1 立地 

美術館敷地の南東角に位置し、岡崎通から出入りが可能です。また、美術館本館

から独立した建物であり、美術館に入館されない方も利用できます。なお、岡崎通

を挟んで向かい側には京都市動物園があります。建物までのアクセスは、市営地下

鉄「東山駅」徒歩約１０分、市バス「岡崎公園動物園前」又は「岡崎公園 美術館・

平安神宮前」下車徒歩約３分です。 

（桜水館） 

美術館の旧事務所棟であり、京セラ株式会

社とのネーミングライツ契約により、建物

横を流れる琵琶湖疏水と疏水沿いの桜をネ

ーミングに取り入れ、「桜水館」という通称

を付与しています。  

疏水側から見た桜水館  
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2.2 概要 

 

2.3 建物の状況 

令和４年５月に屋根及び耐震改修工事が完了しています。改修する際は、関係法

令に従い、本市及び関係機関の許可を受け、内外装及び設備改修等を行っていただ

きます。整備内容の詳細は「6.7 設備等の条件」、「6.8 内外装及び設備改修等」の

とおりです。  

3. 施設概要｜美術館について 

3.1  開館時間等 

開館時間 午前１０時～午後６時 

休館日  月曜日（祝日・休日は開館）、年末年始（１２月２８日～１月２日） 

※ イベント開催時等は、開館時間を延長する場合があります。 

※ 展覧会の入場料等は、美術館ホームページから御確認ください。 

https://kyotocity-kyocera.museum/ 

建築年 １９３３年（昭和８年）  

所在地 京都市左京区岡崎円勝寺町１２４番地  

建築面積 約２７６．７５㎡  

延床面積 約７５７．２５㎡  

施設構造 木造一部鉄筋コンクリート造 地上２階・地下１階  

地域地区 市街化区域、第二種住居地域、高度地区規制：１５ｍ第２種高度

地区、地区計画区域：岡崎文化・交流地区地区計画Ｅ地区、特別

用途地区：岡崎文化芸術・交流拠点地区、建ぺい率：４０％（岡

崎公園地区特別借景地域のため）、容積率：２００％、防火地域：

法２２条地域、岡崎公園区域  

景観規制 風致地区第５種地域、岡崎公園地区特別借景地域（Ｅ地区）、近景

デザイン保全区域（２３）疏水、遠景デザイン保全区域（１１）

慈照寺・（３５）船岡山公園・（３８）大文字山からの市街地  

桜水館位置図  

https://kyotocity-kyocera.museum/
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3.2 来館者数 

※ 単位（人） 

※ 入館者数及び入場者数には京都市美術館別館の人数を含む 

 

（参考）美術館等の特性について 

 

4. 基本コンセプト 

4.1 桜水館活用のコンセプト 

― 多様な人々を包み込む 美術館別邸 ― 

ア 美術館、岡崎地域の来訪者が気軽に立ち寄れる開かれた場 

・来訪者の交流、出会いを生む場所（テラス） 

・展覧会鑑賞後の余韻を深める。 

イ 歴史的建築物の落ち着いた雰囲気を感じ、日本庭園や琵琶湖疏水沿いの自然

に囲まれながら、ゆっくりくつろげ飲食できる場 

・美術館の傍で過ごす少し特別な時間に潤いと活力をもたらす。 

ウ 動物園に隣接する美術館東側の新しいにぎわいを生み出す回遊拠点 

エ 美術館付属棟として、アートに親しむ体験を創出する場 

 

年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

入館者数 1,328,502 2,072,114 1,468,652 

入場者数 

（展覧会の入場者数） 
955,364 1,380,126 1,096,302 

入
場
者
数
の
内
訳 

常設展 70,451 30,455 57,970 

主催展 211,085 587,698 114,911 

共催展 436,906 518,290 713,146 

貸館展 

（本館） 
180,024 176,389 155,334 

貸館展 

（別館） 
56,898 67,294 54,941 

美術館 ・建築当初の姿を残す公立美術館としては日本最古 

・帝冠様式と呼ばれる和洋折衷の建築 

・国内屈指の所蔵数を誇る近代日本画等のコレクション 

・現代アートやアニメ・ファッション等の展覧会を開催 など 

岡崎地域 ・複数の文化施設を有する国内有数の文化・観光エリア 

・年間を通じ様々なイベントが開催される祝祭空間 

・琵琶湖疏水や東山の情景を楽しめる自然豊かなエリア など 

京都市 ・文化芸術都市、歴史都市、観光都市、ものづくり都市〈伝統産業か

ら先端産業まで〉、国際交流都市、山紫水明の自然、生活文化〈茶

道、華道、書 等〉、学生のまち など 
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4.2 コンセプトを体現する提案の一例 

事業者においては、桜水館が単なる飲食提供施設ではなく、美術館の施設である

ことを念頭に、以下を参考に、積極的かつ具体的な提案を行ってください。来館者

に心地よい滞在空間を提供し、美術館全体の魅力向上に資する提案を期待します。 

ア 飲食機能 

・ 美術館、岡崎地域の多様な来訪者を惹きつける飲食の提供 

・ 展覧会や美術館コレクション作品、京都のクリエイターと連携したメニュー

の提供 

・ 美術館既存カフェとの差別化  

・ テイクアウト需要等への対応 など 

イ 美術館機能 

・ 様々なアート体験や創造的活動の場の創出（展示、ワークショップ、映像上映

等） 

・ 美術館付属棟としてふさわしいまちのライブラリー機能 

・ 美術館本館では実施できない展覧会関連イベントやラーニングプログラムと

の連携（アート×食、生花や水を使ったイベントなど） 

・ 美術館スタッフと連携した美術館を楽しむことのできる取組 など 

ウ その他 

・ 美術館周辺の施設やイベントとの連携  

・ 夜間の延長営業など岡崎地域の賑わいづくりにつながる取組  

・ ＭＩＣＥ※等での積極的な活用  

・ 美術館における広報活動における連携、協力 など 

 

※ 企業等の会議（Meeting）、企業等の行う報奨・研修旅行（Incentive Travel）、

国際機関・団体、学会等が行う国際会議（Convention）、展示会・見本市、イベ

ント（Exhibition/Event）の頭文字のことであり、多くの集客交流が見込まれ

るビジネスイベントなどの総称  
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5. 基本条件等 

5.1 基本条件 

    桜水館の建築基準法上の用途は「美術館」であり、施設の主たる部分に美術館の

機能を残しつつ、美術館と連携して飲食施設等を運営してください。 

※ 本市が想定するパブリックスペースの定義について 

・ 飲食施設等の利用者以外も利用可 

・ 飲食施設等で提供するもの以外の飲食物を持ち込む飲食も可  

・ 美術館付属棟としてふさわしい空間 

5.2 その他 

・ 展覧会や美術館と連携した運営を行い、来館者がアートに親しめる空間となる

よう工夫してください。 

・ 店内に作品や映像等を展示する場合は、美術館職員確認のうえ、決定していた

だきます。 

・ 多言語対応、ヴィーガン対応、アレルギー表示等、多様な来館者のニーズへの対

応を検討し、利便性及び満足度の向上を図ってくだい。  

・ 事前協議の上、美術館のイベント（ワークショップ等）で建物内の一部を使用す

ることがあります（月１回程度）。この場合、イベント開催時間・開催エリアの

使用料を減額します。ただし、当該スペースがパブリックスペース内の場合は

２階 

（約 247 ㎡） 

１階 

（約 263.25㎡） 

・事業者の使用は必須です。 

・飲食施設の設置は必須です（２階、１階は問いません）。 

・テイクアウトコーナー、物販スペース、スタッフ控室等の設置

は可能です。ただし、詳細は本市との協議によります。 

・飲食施設等の利用者以外も利用可能なパブリックスペース※を

設けることを可能とします。なお、本市がパブリックスペース

として適当と判断した場合、パブリックスペースにかかる使

用料を減額します（6.1 の最低使用料を下回る減額は不可）。 

・パブリックスペースを含む全てのスペースの整備、維持管理は

事業者負担となります。 

地下１階 

（約 247 ㎡） 

 

・事業者の使用は任意です。 

・飲食施設の設置は任意です。 

・テイクアウトコーナー、物販スペース、スタッフ控室等の設置

は可能です。ただし、詳細は本市との協議によります。 

・飲食施設等の利用者以外も利用可能なパブリックスペースを

設けることを可能とします。本市がパブリックスペースとし

て適当と判断した場合、パブリックスペースにかかる使用料

を減額します（6.1 の最低使用料を下回る減額は不可）。 

・事業者の使用範囲（通路、階段の共用部分含む）にかかる整備、

維持管理は事業者負担となります。 

・事業者が使用しないスペースは、本市で整備及び使用する場合

があります。 
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減額の対象にはなりません。 

・ 事業者の貸切り営業については、一時的なものかつ本市が認めた場合に限り可

能です。その場合、パブリックスペースを営業範囲に含めることも可能ですが、

該当時間は使用料が発生します。 

・ 資材や販売品等の搬入、廃棄物の搬出時間帯や経路等については、本市の指示

に従ってください。 

・ 食品衛生法に基づく飲食店営業許可等、必要な許可を有し、本事業においても

必要な営業許可が受けられる見込みであること。なお、菓子製造業、惣菜製造業

などの許可をとった場合は販売も可能とします。 

・ 美術館の安全管理上必要な業務（防災訓練、テロ対策訓練等）に参加するととも

に、事業者側で制定している防犯・防災体制、緊急時対応体制等に関する施策を

共有してください。 

・ 情報共有のため、本市および館内事業者との定例会議に出席してください。 

・ 感染症拡大期は、従業員及び利用者の感染防止の徹底に努めてください。 

・ 月ごとに、収支実績を含む事業報告書を提出してください。 

・ 受変電設備の法定点検等により、館内が一斉停電を行う時は、協力のうえ、食材

等の保管対策を行ってください。 

6. 使用条件 

6.1 使用料 

 

※１ 事業者で使用しない地下１階及びパブリックスペースについて、１，９

４５円/㎡・月をアの額から減額します。ただし、最低使用料を下回る減額

は行いません。 

※２ １階及び２階の延床面積の合計の半分の面積（約２５５．１２５㎡）で

算出（１，９４５円/㎡・月×２５５．１２５㎡＝４９６，２１８円） 

※３ 地下１階を含む事業者が最大で使用可能な延床面積（約７５７．２５㎡）

で算出（１，９４５円/㎡・月×７５７．２５㎡＝１，４７２，８５１円） 

※４ 桜水館周囲の敷地（その他構内地）を利用する場合のみ発生します（キ

ュービクル設置、イベントでの一時利用や期間限定サービス等）。使用可否

については、本市との協議によります。 

 

  

月額使用料（以下の合計） 備考 

ア 建物等使用料（固定額）※１ 

使用面積×１，９４５円/㎡・月 

４９６，２１８円（最低使用料）※２ 

～１，４７２，８５１円（最大使用料）※３ 

使用面積は実測を優先 

イ その他構内地使用料（固定額）※４ 

  ３，６５０円/㎡ 

事業者が使用する場合

のみ 

ウ 売上に応じた歩合額 事業者提案に応じた額 
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（参考）建物等使用料（固定額）の具体例  

※ 地下１階約２４７㎡、１階約２６３．２５㎡、２階約２４７㎡の場合 

① 地下は使用なし、１階・２階を全て飲食施設とする場合 

１，９４５円/㎡・月×（地下０㎡＋１階２６３．２５㎡＋２階２４７㎡） 

＝９９２，４３６円/月 

② 地下１００㎡を飲食・物販施設、１階２００㎡をパブリックスペース（残り

の面積は飲食施設）、２階を全て飲食施設とする場合 

１，９４５円/㎡・月×（地下１００㎡＋１階６３．２５㎡＋２階２４７㎡） 

＝７９７，９３６円/月 

③ 地下・１階を全てパブリックスペース、２階を全て飲食施設とする場合 

 １，９４５円/㎡・月×（地下０㎡＋１階０㎡＋２階２４７㎡） 

＝４８０，４１５円/月 

※ 最低使用料４９６，２１８円を下回るため、③の使用料は４９６，２１８   

円/月となる。  

6.2 使用料の支払 

「飲食施設等の店舗部分にかかる内装工事の着手日」から使用料が発生します（正

式な内装工事の着手日の決定は本市との協議による）。固定額については、貸付期

間の属する月ごとの前納となり、歩合額については、年度ごとの売上額確定後の一

括納付を原則とします。やむを得ない場合を除き納期限を超える分割は認められま

せん。使用開始日から当該月の末日までの使用料の額は、その期日に応じ、月額を

日割りして計算した額とします。  

6.3 使用の位置づけ 

京都市美術館条例第８条に基づく使用許可 

6.4 使用期間 

使用許可日から１０年間とします。それ以降は、使用状況等を勘案し、本市が支

障ないと判断した場合、本市と協議のうえ、使用期間を最大１０年間更新します。

内外装及び設備改修等の着手日及び営業開始日は、本市との協議によります。なお、

飲食施設等のオープン期日（令和１０年１０月中）までにオープンできなかった場

合は、使用許可を取り消すことがあります。 

6.5 営業日 

原則として、美術館の開館日は全て営業してください。 

休館日：月曜日（祝日・休日は開館）、年末年始（１２月２８日～１月２日） 

※ 休館日でも営業可能です。 

※ 大型連休の中日など、休館日であっても臨時開館する場合があります。 

その際は、原則として飲食施設等も営業していただきます。 

（令和 7 年実績/4 月 28 日は臨時開館） 

6.6 営業時間 

午前１１時～午後７時の営業を基本とします。なお、最大午前６時～午後１１時

の間で営業が可能です（季節限定での延長、周辺のイベントに合わせての延長等、

一時的な延長も可能です）。ただし、詳細は本市との協議によります。 
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6.7 設備等の条件 

設備等の条件は以下のとおりです。設置及び運営にかかる費用については、全て

事業者の負担となります。 

 

6.8 内外装及び設備改修等 

内外装改修及び設備改修等は、飲食施設等を運営するために必要な改修（官公庁

と協議のうえ、関係法令に適合させるために必要な改修や設備の設置を含む）を言

い、本市の承諾を得たうえで、全て事業者の負担で行うものとします。 

6.8.1 内装改修 

内装の改修は、柱、梁等の主要構造部を変更せず、大規模な修繕にあたら

ない範囲、かつ、文化的価値に影響のない範囲で認めます。 

床、天井、

壁、窓 

建物の一部で、床・天井・壁・窓がない部分（抜けている部分）があり

ますので、事業者において修繕等が必要です。 

電気 

 

美術館のキュービクルから、電灯２０ｋＷ程度及び動力３０ｋＷ程度

（詳細の電気容量及び料金は本市との協議によります）を限度として電

気を送ることが可能です。必要量に満たない場合は、事業者で電気を別

途引き込むとともに、キュービクルの設置が必要です。 

ガス 専用の都市ガス(１３Ａ)が引き込まれています。口径は４０Ａで、必要

量に満たない場合は、事業者で増径引込等の措置が必要です。 

上水道 専用の上水(直圧)が引き込まれています。口径は４０Ａで、必要量に

満たない場合は、事業者で増径引込や受水槽等の設置が必要です。 

下水道 敷地内で美術館と兼用の汚水管に合流した後、公共下水道に排水されま

す。専用の仮設排水槽（混合槽）及び排水ポンプ（運転不可）が設置さ

れていますので、事業者にて撤去のうえ、排水量に応じた排水槽の設置

をお願いします。排水槽の構造、形状、容量及び排水ポンプ能力等は京

都市上下水道局の要綱等に従い、適切に選定してください。 

【排水槽（ビルピット）の基準及び設置等の手続きについて】 

（https://www.city.kyoto.lg.jp/suido/page/0000008446.html） 

なお、排水ポンプの接続先として、桜水館近くまで予備配管（ＶＰ１０

０Ａ、ＶＰ７５の２系統）を布設しており、それを利用できます。 

通信機器 事業者で個別契約してください。 

セキュリティ 事業者で本市指定の事業者と個別契約してください。 

トイレ 事業者で設置してください。（必須） 

また、パブリックスペースを設ける場合は、飲食施設等の利用者以外も

使用できるようにしてください。 

ゴミ処理 本市指定のゴミ置き場を利用してください。事業者で本市の一般廃棄物

収集運搬業許可業者と個別契約し、本市の分別ルール等に従い処理して

ください。廃棄物・廃油等の処理については、廃棄物運搬・処理業者と

契約し、費用は全て事業者が負担することとします。 

https://www.city.kyoto.lg.jp/suido/page/0000008446.html


10 

 

6.8.2 外装改修 

現状の外観を存置することを基本とし、外装改修の際には、外壁の周囲に

柵や植栽等による緩衝帯を設け、地震等の際に外装材が落下しても利用者の

安全が確保できるような措置を講じてください。 

ただし、緩衝帯を設けることが困難な場合や建具の改修等に伴い外壁の一

部を改修する必要が生じた場合は、オリジナルの部材を維持・保存したまま

で補修を行うことを原則として、部分的な補修を行ってください。オリジナ

ルの部材の維持・保存が困難な場合は、本市監督員と協議のうえ、デザイン

を踏襲し、類似の素材を用いて補修を行うことを認めます。 

緩衝帯の設置及び外装改修については、事業者は計画を作成し、本市の許

可手続きを完了した上で行うものとします。 

6.8.3 設備改修 

「6.7 設備等の条件」を踏まえ、飲食施設等を運営するために必要な措置を

講じてください。 

6.8.4 バリアフリー整備 

以下、関係法令（バリアフリー条例等）の基準に相当するバリアフリー整備

を行ってください。 

 

   

 

 

 

 

6.8.5 材料の品質等 

工事に使用する材料は、原則として、ＪＩＳ又はＪＡＳの規格品とし、規

格のないものを使用する場合は、品質及び性能を証明する資料等を提出し、

本市の承諾を受けることとします。 

なお、仮設に使用する材料以外は、原則新品を使用することとします。た

だし、地業に使用する砕石は、再生クラッシャランを使用してください。 

また、ＪＩＳ及びＪＡＳのＦ☆☆☆☆規格品又はその同等品の使用を原則

とし、該当する材料等がない場合はＦ☆☆☆又はその同等品（旧ＪＩＳのＥ

0 規格品、旧ＪＡＳのＦC0 規格品等）を使用してください。 

  

屋外から１階（屋外） 必須 

１階から２階（屋内） 任意（ただし、２階にパブリックスペースを

設ける場合は必須） 

１階から地下１階（屋内） 任意（ただし、地下１階にパブリックスペー

スを設ける場合は必須） 
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6.8.6 揮発性有機化合物の室内濃度の測定 

工事完了後に、揮発性有機化合物の室内濃度を測定し、報告してください。 

なお、事前に測定に関する計画書（測定方法、分析機関、専門機関等の資

料）を作成し、本市に提出のうえ承諾を受けることとします。 

測定 

対象室 
改修居室 全室 

測定 

箇所数 

室の床面積 

（Ａ㎡） 
Ａ≦５０ 

５０＜Ａ≦

２００ 

２００＜Ａ

≦５００ 
５００＜Ａ 

測定箇所数 １ ２ ３ ４ 

全測定箇所において、測定対象化学物質の濃度を同時に測定する。 

測定方法 

パッシブ型採取機を用いて以下の要領で行う。 

１ ３０分間の換気を行う。 

２ ５時間閉鎖する。 

（採取機を設置する。） 

３ 原則２４時間測定する。（８時間測定） 

（採取機を回収する。） 

測定回数は、１回とし、複数回の測定は不要とする。 

１、２の期間、換気設備又は空調調和設備は稼動させたままとする。 

ただし、局所的な換気扇等で常時稼動させないものは停止させたままと

する。 

測定対象

化学物質 

測定対象化学物質

名 
厚生労働省指針値（２５℃の場合） 

ホルムアルデヒド ０．０８ppm 以下 

トルエン ０．０７ppm 以下 

キシレン ０．２０ppm 以下 

エチルベンゼン ０．８８ppm 以下 

スチレン ０．０５ppm 以下 

 

6.8.7 工事完了後の提出物 

次の全ての竣工図書一式を提出してください。 

提出物 様式・部数 

原図 Ａ３サイズ、１部 

ＣＡＤデータ（ＤＸＦ・ＰＤＦ形式）、オリジナルデータ ＣＤ－Ｒ、１枚 

竣工図（仕様書、建築、電気、設備、構造） ＣＤ－Ｒ、１枚 

使用材料リスト（メーカー、品番、代理店）         

鍵リスト  

協力業者リスト  

工事記録写真（着工前後）  

完成写真※  

なお、内外装改修及び設備改修等により生じた廃棄物の処分費用は、全て

事業者の負担です。 

※完成写真 

・内装や什器設置を終えた状態をアルバム等に整理して必要部数提出する

こと。 
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・完成写真は、竣工記録、広報利用、媒体提供等広範な利用を目的とする。 

・カメラマンは複数名提案し、事前にポートフォリオで美術館の承諾を得

て決定し、撮影画像の著作権及び所有権は本市に帰属する契約を締結す

ること。 

・美術館の立会指導のもと撮影すること。 

・撮影日数４日間で撮影可能なカット数を撮影し、画像処理を行いデータ

（高解像度（Ｔｉｆｆ及びＪＰＥＧ３５０ｄｐｉ）と低解像度（ＪＰＥ

Ｇ７２ｄｐｉ））を撮影後一週間以内に納品すること。 

6.9 許認可申請等 

桜水館の建築基準法上の用途は「美術館」であり、施設の主たる部分に美術館

の機能を残しつつ、美術館と連携して飲食施設等を運営する場合、本市が相当と

認めることで、建築基準法第８７条に基づく用途変更の手続きは不要となります。 

必要となる内外装及び設備改修等において、各法令に係る許認可申請等につい

ては、事業者の計画に基づき、事業者の責任及び負担により関係機関と協議を行

い、必要な手続きを行ってください。 

6.10 禁止する用途等 

ア 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２

２号）第２条第１項に規定する風俗営業（同項第２号に掲げる「待合、料理店、

カフェその他これらに類するもの」を除く。）、同条第５項に規定する性風俗関

連特殊営業その他これらに類する業の用途に供することはできません。 

イ 暴力団員による不当な行為の防止に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に定める暴力団又はその他の反社会的団体及びそれらの構成員がそ

の活動のために利用するなど、公序良俗に反する用途に使用することはできま

せん。 

ウ 政治的用途・宗教的用途に使用することはできません。 

エ 地域住民等の生活を著しく脅かすような活動のために使用することはできま

せん。 

オ 悪臭・騒音・粉塵・振動・土壌汚染などの近隣環境を損なうと予想される用

途に使用することはできません。 

カ その他法令に違反している用途に使用することはできません。 

6.11 維持管理・修繕等 

ア 善良な管理者の注意のもと適切な維持管理（設備・機器等の保守点検、建物

の維持管理、消耗品の交換、清掃、害虫駆除等を含む）を行ってください。グ

リーストラップの清掃も自らの責任において定期的に実施することとします。

維持管理及び光熱水費等にかかる費用はパブリックスペースを含め事業者の負

担となります（事業者が利用しない地下部分を除く）。なお、建物周囲の植栽の

維持管理（剪定等）については、本市が事業者と契約して行いますが、その契

約内容の範囲を超える剪定等については、事業者側の負担で行ってください。 

イ 維持管理等に当たっては、事業者で法令上必要な各種点検及び関係機関への

届出、関係法令上必要な各種責任者等の選任及び関係機関への届出を行ってく
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ださい。 

ウ 敷地、建物及び各設備等の維持管理及び整備にあたっては、常に適切な維持

保全に努め、総合的な知識・技術力を有し、不具合発生時にも適切に対応でき

る者を配置するなどして、敷地、建物及び各設備等を安全かつ効果的に点検・

監視するとともに、適切な保安業務を実施してください。また、利用者の事故

や地域住民からの苦情などは事業者で速やかに対応してください。 

エ 修繕の負担区分は以下のとおりとします。 

(1) 事業者が運営のため行った内外装改修及び設備工事における改修範囲や厨    

房施設等の修繕については、事業者の負担により実施してください。 

なお、当該修繕には以下の場合を含みます。 

・天井、壁及び床の塗装・張替等の修繕、設備の維持保全に要する修繕、事

業者又はその代理人、使用人、請負人、訪問者及びその他事業者の関係者

並びに本施設の利用者の、故意若しくは過失に起因する修繕 

・内外装及び設備改修等工事または施設管理上の瑕疵があり、施設や設備に

損傷が生じた場合の修繕 

(2)以下の行為に係る費用についてはいずれの場合も事業者の負担とします。  

① 本施設の一部について第三者の用に供する場合 

② 本施設の一部について用途形状を変更する場合  

③ 本施設の造作・設備の新築、付加、除去及び改造又は模様替え等を行 

う場合  

④ その他、前 3 号に規定する行為に類する行為を行う場合  

⑤ 施設の管理運営に関する業務を第三者に委託する場合 

(3)基礎、壁、柱等のうち、建築基準法施行令第１条第三項に定める構造耐力

上主要な部分の損傷や劣化した部分の修繕等については、本市が費用を負担

します。ただし、この場合でも、事業者の責めに帰すべき事由により生じた

修繕、または小規模な修繕（１件１，０００千円未満）については、事業者

の負担により実施してください。 

オ 修繕については、事前に本市の承諾を得た上で、実施してください。なお、

図面の修正を伴う修繕の場合は、工事完了後、完成図を提出してください。 

カ 造作及び設備の改修等を行う場合は、事前に本市から承諾を得たうえで、事

業者の負担で実施してください。なお、工事完了後、完成図を提出してくださ

い。 

キ 投じた有益費や必要費を本市に請求することはできません。 

6.12 状況報告義務 

本要項に定める義務の履行状況を確認するため、実地調査や所要の報告を求め

ることがありますが、その場合は事業者には協力する義務があります。  

6.13 原状回復義務 

事業者は、使用期間が満了した場合または使用許可が取り消された場合には、

事業者の費用により新設・付加した諸造作、設備等及び事業者所有の備品等を事

業者の費用をもって撤去し、本市に返還するものとします（使用期間には原状回



14 

 

復工事期間を含みます）。 

ただし、事業者の退去時に本市が特別に認めたものに関しては、原状回復義務

を免除するものとし、事業者は買取請求権を放棄したうえで本市に引き渡すもの

とする。 

6.14 本市の書面による承諾が必要な事項 

次の行為については、事前に本市の書面による承諾が必要です。 

ア 事業者が本市に提出した事業計画書の内容の変更 

イ 内外装の変更（建築設備の変更を含む。） 

ウ その他、当初計画から変更のあった事項 

6.15 留意事項 

ア 使用許可期間における主なリスクは、次の負担区分を基本とします。 

リスクの種類 内容 
負担者 

市 事業者 

法令変更  事業者が行う管理運営業務に影響を及ぼす法令

等  

協議事項 

建物、敷地の管理  法令点検、修繕  「6.11 維持管理・

修繕等」による 

第三者賠償  維持補修・運営において第三者に損害を与えた場

合  

 
○ 

物価変動  事業者決定後のインフレ・デフレ   ○ 

金利  事業者決定後の金利変動   ○ 

不可抗力  自然災害等による業務の変更、中止、延期  協議事項※１ 

資金の調達  

事業の中止・ 延期  

必要な資金確保   ○ 

市の責任による遅延・中止  ○  

事業者の責任による遅延・中止   ○※２ 

事業者の事業放棄・破たん   ○ 

申請コスト  申請費用の負担   ○ 

引継コスト  施設運営の引継コストの負担   ○ 

施設競合  競合施設による利用者減、収入減   ○※３ 

需要変動  当初の需要見込みと異なる状況   ○※３ 

運営費  運営費の膨張   ○ 

施設損傷  施設、設備等の損傷・劣化 「6.11 維持管理・

修繕等 エ」による 管理上の瑕疵によるもの 

損害賠償 施設、設備の不備による事故  協議事項※４ 

施設管理上の瑕疵による事故  ○※４ 

運営リスク 施設、設備の不備又は施設管理上の瑕疵並びに火

災等の事故による臨時休館等に伴う運営リスク 
 ○※４ 

※１ 自然災害（地震・台風）等の不可抗力への対応  

      ・ 建物、設備等が復旧困難な被害を受けた場合、業務の全部の停止を命



15 

 

じます。 

・ 復旧可能な場合、その復旧にかかる経費は本市との協議によります。  

・ 本市は事業者に対する休業補償は行いません。  

      ・ 飲食施設等の損壊等により、物理的に営業が困難となった場合には、

休業期間中の使用料の減免を認めます。 

※２ やむを得ない事由により事業を中止しようとするときは、あらかじめ本

市と協議し、６か月前までに承認を得ることとします。 

※３ 収入減について、本市は事業者に補償を行いません。  

※４ 施設、設備の不備又は施設管理上の瑕疵による事故への対応 

・ 本施設管理上の瑕疵等による事故への対応のために、事業者はリスク

に応じた保険に加入してください。 

イ 桜水館（外壁部分含む）の使用期間中は、事業者は施設賠償責任保険及び火災

保険に加入してください。 

ウ 桜水館は原則として現況有姿での引き渡しとなります。なお、本市から提供す

る現況図等と現況が相違している場合、現況を優先します。 

エ 桜水館内の残置物は有効活用することも可能ですが、耐用年数の超過等によっ

て使用できなくなった場合でも、本市の費用負担による更新はありません。なお、

残置物を処分する場合の費用は事業者負担となります。 

7. 応募の手続 

7.1 スケジュール 

内容 日程 

現地説明会参加受付期間 公募開始日～令和８年１０月２２日（木）午後５時まで 

現地説明会（右記いずれかの日時の

み参加可） 

①令和８年１０月２７日（火） 

午前１０時３０分～午後０時３０分 

②令和８年１０月３０日（金） 

午前１０時３０分～午後０時３０分 

質問受付 令和８年１１月１３日（金）午後５時まで 

質問回答 令和８年１１月３０日（月）頃 

参加申込み期間 令和８年１２月１７日（木）午後５時まで 

提出書類受付期間 令和９年１月２８日（木）午後５時まで 

一次審査（書類） 令和９年２月上中旬（予定） 

二次審査（プレゼンテーション） 令和９年２月中下旬（予定） 

運営事業者の選定 令和９年３月中（予定） 

本市との協議（企画内容及び仕様）  決定後速やかに 

関係機関協議、許認可申請等手続き 随時 

桜水館使用許可申請 随時（ただし、令和９年９月末日まで） 

桜水館使用許可 随時 

内外装及び設備等改修着手 随時（ただし、使用許可日から３か月以内） 

工事完了（竣工） 随時 

飲食施設等オープン 令和１０年１０月中 
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   ※ 受付等の時間は月曜日～金曜日（祝日除く）の１０時～１７時となります。

受付時間以外の対応はできません。 

※ 上記は予定ですが、災害による長期間の影響等、やむを得ない場合を除き、

令和１０年１０月中の飲食施設等オープンは必須とします。 

7.2 現地説明会 

現地説明会への参加は事前申込制です（１社につき８名まで）。なお、現地説明

会への参加は応募の必須条件ではなく、審査への影響もありません。 

ア 申込方法・申込先 

現地説明会参加申込書（別紙１）を記入のうえ、令和８年１０月２２日（木）

午後５時までに電子メールにより「11.問合せ先」へ提出してください。 

イ 日時 

令和８年１０月２７日（火） 午前１０時３０分～午後０時３０分 

令和８年１０月３０日（金） 午前１０時３０分～午後０時３０分 

※上記いずれかの日時のみ参加可 

ウ 集合場所 

京都市京セラ美術館 地下１階 講演室 

エ 内容 

当日の注意事項等についての事前説明後、建物内の見学をしていただきます。     

なお、現地説明会では、本募集に関する質問には回答しません。質問がある

場合は、「7.1 スケジュール」に記載の期日までに、質問書（別紙２）を記入の

うえ、電子メールにより「11.問合せ先」へ提出してください。 

7.3 質問受付 

質問書（別紙２）を記入のうえ、令和８年１１月１３日（金）午後５時まで

に電子メールにより「11.問合せ先」へ提出してください。質問及び回答は京都

市ホームページに掲載します。 

7.4 応募申込及び提出書類 

7.4.1 申込方法 

参加申込書（様式１）原本１部を令和８年１２月１７日（木）午後５時

までに必着で郵送により提出してください。 

申込書受理後、提案に必要な図面等をメールにて送付します。その後、

「7.4.2 提出書類」一式を令和９年１月２８日（木）午後５時までに必着で

郵送により「11.問合せ先」へ提出してください。 

※ 郵送方法は、簡易書留などの送達記録が確認できるものでお送りください。 

※ 受付期間を過ぎた場合は、いかなる理由であってもお受けできません。 
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7.4.2 提出書類 

下記書類を各１０部（原本１部、写し９部）提出してください。 

提出書類 

① 会社定款又は寄付行為 

② 法人の登記簿謄本及び代表者の印鑑証明書 

③ 法人等概要（現在営業中の飲食施設等の概要が分かるパンフレット等） 

④ 履歴事項全部証明書（提出日から 3 か月以内に発行されたもの） 

⑤ 納税証明書（提出日直前 3 事業年度の納税に係る証明書） 

〇本市による課税がある場合 

市民税若しくは法人市民税及び固定資産税 

〇本市による課税がない場合 

所得税又は法人税、消費税及び地方消費税 

⑥ 法人の財務諸表、共同企業体にあっては代表法人の財務諸表（いずれも提出

日の直前 3 事業年度の各年度の決算報告書（貸借対照表及び損益計算書を含

むものに限る。）、個人にあっては直前 3 年間の確定申告書の写し 

⑦ 誓約書（様式２） 

※本市の指名競争入札有資格者名簿又は一般競争入札有資格者名簿（以下「有

資格者名簿」という。）に登載されている方は提出不要 

⑧ 暴力団排除措置に係る誓約書（様式３） 

※本市の有資格者名簿に登載されている方は提出不要 

⑨ 企画提案書（様式４を表紙として、以下ア〜オの項目について A４（縦横自

由）20 枚以内で作成してください） 

企画提案書は以下に示す項目及び視点に則り作成してください。 

(ア) コンセプトとセールスポイント 

Ⅰ.美術館が示す基本コンセプト、基本条件に合致した店舗コンセプトに

なっているか。 

Ⅱ.美術館既存カフェや岡崎周辺地区の類似業態店舗との差異を考慮し、

独自性のある企画になっているか。 

Ⅲ.立地条件や課題を分析し、集客・売上につながる販売戦略を提案でき

ているか。 

(イ) 運営方針、概要 

Ⅰ.店舗の名称（候補） 

Ⅱ.利用者の対象（ターゲット層） 

Ⅲ.販売商品、価格表、営業時間等 

Ⅳ.食品衛生管理 

Ⅴ.運営方法（人員配置等） 

Ⅵ.店舗責任者の経歴書 

Ⅶ.提供メニューの内容、品質、特色および料金体系が妥当か。 

Ⅷ.多様な食のポリシーに対応しているか。 

(ウ) 美術館との連携、協力・広報 
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Ⅰ.展覧会や美術館が企画する催しへの積極的な取組 

Ⅱ.美術館のイメージアップに繋がる広報戦略 

(エ) 利用者サービス 

Ⅰ.子供連れ、車椅子その他ハンディキャップのある方々への配慮がなさ

れているか。 

Ⅱ.クレジットカード、デビットカード、電子マネー及び QR コード決済で

の支払いに対応しているか。 

Ⅲ.混雑時の対応や接客、接遇について、適切に対応できるスタッフの教

育や人員配置となっているか。 

Ⅳ.外国人来館者のための多言語対応に取り組んでいるか。 

(オ) 店舗イメージ・レイアウト（簡易立面図、簡易平面図、写真、デザイン

等） 

Ⅰ.内外装改修等に係る方針（使用部材の情報を含む） 

Ⅱ.基本コンセプトに合致した店舗イメージになっているか。 

Ⅲ.収益性や効率性を考慮したレイアウトになっているか。 

Ⅳ.来館者導線及び安全性を考慮したレイアウトになっているか。 

⑩ 事業計画書（様式任意） 

（ア）基本収支計画（売上、集客計画及び経費内訳等） 

Ⅰ.パブリックスペース等、費用区分を理解し、適切な提案となっている

か。 

（イ）施設設備に関する全ての工程、計画、概要 

Ⅰ.工事予定業者について必ず記載してください。 

⑪ 実績（様式５） 

⑫ 共同企業体協定書（様式６）  

     ※ 上記書類のほか、7.5.2 の要件を満たすことを確認するため、運営事業者

選定後速やかに⑬「建設業許可書（写し）」、⑭「配置予定技術者（任意様式）」、

⑮「配置予定総括責任者と経歴（任意様式）」を提出してください。（提案時

の提出は不要） 

7.5 応募の要件 

7.5.1 応募者の要件 

ア 応募者は、本要項に定める条件を十分に理解し、提案内容について責任

をもって実現できる事業者とします。 

なお、一の事業者が複数の応募者となることはできません。 

イ 本件は単体事業者に加え、共同企業体の参加も認めるものとします。共

同企業体を構成して参加する場合にあっては、次の各号全てに該当するこ

とを要件とします。 

① 共同企業体の協定書が、所定の様式（様式６）に基づくものであるこ

と。  

② 構成員において決定された代表者が、共同企業体の協定書において明

らかであること。  
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③ 共同企業体を構成する代表者又は構成員が、本件の他の応募者（他の

応募者が共同企業体である場合は、その代表者及び構成員）でないこと。  

ウ 応募事業者、もしくは共同企業体の代表者又は構成員が次の各号に該当

する場合は、応募できません。  

① 本市の指名競争入札有資格者名簿又は一般競争入札有資格者名簿（以

下「有資格者名簿」という）に登載されている者にあっては、募集開始の

日から選定結果の通知の日までの間において本市により競争入札参加停

止の措置を受けた者。 

② 有資格者名簿に登載されていない者にあっては、募集開始日現在にお

いて、引き続いて 1 年以上営業等を行っていない者、また、納税義務者

にあっては、法人税又は所得税、消費税及び地方消費税が未納となって

いる者（本市に市民税若しくは法人市民税、固定資産税、水道料金及び

下水道使用料を納付する義務のある者にあってはこれらが未納となって

いる者）。  

③ 応募する個人、法人又はその代表者が契約を締結する能力を有さない

者及び破産者で復権を得ない者  

④ 応募する個人、法人の代表者、役員又はその使用人が刑法第９６条の

６又は第１９８条に違反するとして公訴を提起された日から２年を経過

しない者（無罪となった場合を除く。）  

⑤ 応募する個人、法人又はその代表者が私的独占の禁止及び公正取引の

確保に関する法律第３条又は第８条第１項第１号に違反するとして、公

正取引委員会から課徴金納付命令又は排除措置命令を受けた日から２年

を経過しない者  

⑥ 手形交換所による取引停止処分を受けた日から２年を経過しない者又

は該当公示の日の前６か月以内に手形・小切手を不渡りした者  

⑦ 会社更生法の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの更生手

続開始決定がされていない者  

⑧ 民事再生法の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの再生手

続開始決定がされていない者  

⑨ 応募する個人、法人にあっては役員又は支店若しくは営業所の代表者

が京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同条第

５号に規定する暴力団密接関係者である場合 

7.5.2 内外装及び設備改修等を行う者の要件 

内外装及び設備改修等を行う者は、7.5.1 の要件に加え、以下の要件を満た

す必要があります。 

ア 「建築工事」の建設業許可を受けており、かつ、許可後２年以上を経過

しており、工事の規模に応じて必要な技術者を専任で配置できること。 

イ 以下に示す統括責任者の要件を満たす技術者を配置できること。 

統括責任者は、文化財又はそれに準ずる建築物の改修の設計の実務経験を

有し、常に業務全体を把握するとともに、業務従事者を指揮監督し、業務
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の円滑な進ちょくに努めることができるものとし、１級建築士資格取得後

に５年以上の実務経験を有するものであること。 

なお、業務履行期間中において、その者が統括責任者として著しく不適

当と監督員がみなした場合は、受託者は、速やかに適正な措置を講じるも

のとする。 

8. 提案の審査等 

8.1 審査体制 

   審査は以下５名で行い、５名の評価点の合計（満点５００点）により運営事業者

及び次運営事業者を選定します。また、選定手続の透明性、公正性及び適正性を高

めるため、外部有識者から意見を聴取します。 

【審査委員】 

文化市民局文化芸術都市推進室長 

文化市民局美術館副館長 

文化市民局文化芸術都市推進室文化芸術企画課長 

文化市民局美術館総務課長 

文化市民局美術館学芸企画課長 

8.2 一次審査(書類審査) 

提出書類により、応募者の応募資格の有無を確認します。応募者が多数の場合は、

「8.4 審査予定項目」に基づき予備審査を行い、二次審査対象者を選定する場合が

あります。この場合の二次審査対象者の数は、応募者数及び提案内容を踏まえて決

定します。一次審査通過者には二次審査日時を通知します。 

8.3 二次審査（プレゼンテーション審査） 

ア 開催時期 

「7.1 スケジュール」をご確認ください。 

イ 場所 

京都市京セラ美術館 講演室（予定） 

ウ プレゼンテーション・質疑応答 

１者当たり１時間程度（説明４０分、質疑応答２０分）の面接を予定してい

ますが、応募者数によって変更する場合があります。その場合、一次審査結果

通知と併せてお知らせします。  

8.4 審査予定項目 

審査予定項目（別紙３）のとおり  

8.5 運営事業者の選定 

二次審査後、運営事業者及び次運営事業者を選定します。選定結果は、二次審査実

施後、全ての応募者へメールで通知します。応募が１者のみでもプロポーザルは成

立し、審査・選定を行います。なお、合計点が３００点未満の場合は、運営事業者

として選定しません。  

8.6 その他 

  ア 本市の配布資料 

    質問に対する回答及びその他資料は、募集要項と一体のものとして扱います。 
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  イ 費用の負担 

     応募に関する一切の費用は、全て応募者の負担とします。なお、本募集が中止

となった場合でも、本市は費用を負担しません。 

  ウ 応募者の公表 

    本市は、応募者の名前を公表することができるものとします。 

  エ 提案書等の変更の禁止 

    提出期限以降における提出資料の差替え及び再提出には応じません。 

  オ 虚偽の記載をした場合 

    提案書等に虚偽の記載がある場合は、応募を無効とします。 

  カ 使用言語及び単位 

    使用する言語は日本語とし、使用する単位は計量法に定めるところによるもの

とします。 

  キ 著作権 

    提案書等の著作権は応募者に帰属しますが、本選定を行うために必要な場合は

複写を行います。また、採択した応募者の提案については、本市は無償で使用で

きるものとします。 

  ク 提案書の取扱い 

    提案書等は返却しません。また、公文書公開請求があった際は、個人情報・法

人の営業に関する事項等を除き、原則公開となります。 

  ケ 資料等の取扱い 

    本市が配布する資料等は、応募に関わる検討以外の目的で使用することを禁じ

ます。 

9. 選定後の手続 

9.1 本市及び関係機関との協議 

運営事業者は、内外装及び設備改修等の内容及び工程等について、本市及び関係

機関と協議を行い、整備内容等を決定するものとします。 

なお、運営事業者との協議が整わなかった場合、または運営事業者が失格条項に

該当した場合は、本市は、運営事業者との交渉を打ち切り、次運営事業者と交渉を

行います。 

9.2 京都市美術館条例に基づく使用許可 

9.1 の協議が整った際は、令和９年９月末日までに、京都市美術館条例及び同施

行規則に基づき、使用許可申請書を提出していただきます。本市の使用許可書発行

後、内外装及び設備改修等に着手していただきます。 

また、次のいずれかに該当したときは使用許可を取り消します。 

なお、この場合、本市に損害が生じたときは、事業者はその損害を賠償しなけれ

ばなりません。 

ア 使用許可条件に違反したとき 

イ 本市の指示に従わないとき 

ウ 財産状態が悪化し、又は悪化する恐れがあるという相当の事由があるとき 

エ 正当な理由なく、本市の使用許可後３か月以内に工事着工しない場合 
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オ 正当な理由なく、令和１０年１０月末日までに飲食施設等をオープンしない場合 

カ 資金状況の変化等により飲食施設等の運営ができないと本市が判断した場合 

キ 著しく社会的信用を損なう行為等を行った場合 

ク 7.5.1 ウの要件に該当していたことが判明した場合 

ケ 有資格者名簿に登載されていない者にあっては、応募後、引き続いて 1 年以上

営業等を行わない場合、納税義務者にあっては、法人税又は所得税、消費税及び

地方消費税が未納となった場合（本市に市民税若しくは法人市民税、固定資産税、

水道料金及び下水道使用料を納付する義務のある者にあってはこれらが未納と

なった場合） 

コ 応募後、応募した個人、法人又はその代表者が契約を締結する能力を有さない

者及び破産者で復権を得ない者となった場合 

サ 応募後、応募した個人、法人の代表者、役員又はその使用人が刑法第９６条の

６又は第１９８条に違反するとして公訴を提起された場合（無罪となった場合を

除く。） 

シ 応募後、応募した個人、法人又はその代表者が私的独占の禁止及び公正取引の

確保に関する法律第３条又は第８条第１項第１号に違反するとして、公正取引委

員会から課徴金納付命令又は排除措置命令を受けた場合 

ス 応募後、手形交換所による取引停止処分を受けた場合 

セ 応募後、会社更生法の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの更生手

続開始決定がされなかった場合  

ソ 応募後、民事再生法の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの再生手

続開始決定がされなかった場合 

タ 応募後、応募した個人、法人にあっては役員又は支店若しくは営業所の代表者

が京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同条第５号に

規定する暴力団密接関係者となった場合 

9.3 選定取消 

次の場合には、運営事業者としての選定を取り消します。 

   ア 事業者選定から使用許可日まで 

① 正当な理由なく、令和９年９月末日までに使用許可申請の手続きに応じな

い場合 

② 9.2 イ、ウ、カ～タに該当する場合  

イ 使用許可日以降 

① 9.2 ア～タに該当する場合 

10. 特記事項 

ア 営業に関して許認可を必要とする業種については、応募者の責任において取得

してください。また、開店までにその写しを本市に提出していただきます。 

イ タバコ類は販売できません。酒類については、原則として飲食施設等内での提

供のみとします。また、本市が好ましくないと判断した物品については、販売を

禁止する場合があります。 

ウ 改修工事及び必要な許認可申請については、応募者の責任及び負担により行っ
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ていただきます。 

エ 使用料等を滞納した場合や施設内の秩序を乱す行為があった場合等は、使用許

可を取り消すことがあります。 

オ 本市の承諾なしに使用に係る権利の全部又は一部について、第三者に譲渡、転

貸、又は担保の用に供する等の処分をすることはできません。 

カ 本要項について疑義が生じた場合は、本市の解釈によります。 

キ 本市は公平で厳正な選定を確保するため、応募内容や審査に関する問合せには

一切応じません。 

ク 本件に応募し、運営事業者に選定された場合であっても、各種届出・申請等で

許可が得られない場合は、出店できない場合があります。 

11. 問合せ先 

  京都市文化市民局美術館（魚谷、西田） 

〒６０６－８３４４  京都市左京区岡崎円勝寺町１２４番地 

  ＴＥＬ：０７５－７７１－４１０７  

メール：bijutsukan@city.kyoto.lg.jp 


